
労働者の心の健康の保持増進のための指針（概要） 

 

１ 趣旨 

 本指針は、労働安全衛生法第７０条の２第１項の規定に基づき、同法第６

９条第１項の措置の適切かつ有効な実施を図るための指針として、事業場に

おいて事業者が講ずるように努めるべき労働者の心の健康の保持増進のため

の措置（以下「メンタルヘルスケア」という。）が適切かつ有効に実施される

よう、メンタルヘルスケアの原則的な実施方法について定めるものである。 

事業者は、本指針に基づき、各事業場の実態に即した形で、メンタルヘル

スケアの実施に積極的に取り組むことが望ましい。 

 

２ メンタルヘルスケアの基本的考え方 

事業者は、事業場におけるメンタルヘルスケアを積極的に推進するため、

衛生委員会等において十分調査審議を行い、「心の健康づくり計画」を策定

するとともに、その実施に当たっては、関係者に対する教育研修・情報提供

を行い、「４つのケア」を効果的に推進し、職場環境等の改善、メンタルヘ

ルス不調への対応、職場復帰のための支援が円滑に行われるようにする必要

がある。 

また、事業者は、心の健康問題の特性、個人の健康情報の保護への配慮、

人事労務管理との関係、家庭・個人生活等の職場以外の問題等との関係に留

意する必要がある。 

 

３ 衛生委員会等における調査審議 

  メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者の意見を聴きつ

つ事業場の実態に即した取組を行うことが必要である。「心の健康づくり計

画」の策定はもとより、その実施体制の整備等の具体的な実施方策や個人情

報の保護に関する規程等の策定等に当たっては、衛生委員会等において十分

調査審議を行うこと。 

 

４ 心の健康づくり計画 

事業者は、メンタルヘルスケアに関する事業場の現状とその問題点を明確

にするとともに、それぞれの事業場の実態と必要性に応じて、その問題点を

解決する具体的な取組事項等についての基本的な計画（「心の健康づくり計

画」）を策定すること。 

 

５ ４つのメンタルヘルスケアの推進 

メンタルヘルスケアは、「セルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場内

産業保健スタッフ等によるケア」及び「事業場外資源によるケア」の「４つ
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のケア」が継続的かつ計画的に行われることが重要である。 

なお、事業者は、メンタルヘルスケア推進の実務を担当する事業場内メン

タルヘルス推進担当者を選任するよう努めるものとする。 

 

６ メンタルヘルスケアの具体的進め方 

（１）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供 

事業者は、４つのケアが適切に実施されるよう、それぞれの職務に応じ、

メンタルヘルスケアの推進に関する教育研修・情報提供を行うものとする。 

なお、労働者や管理監督者等に対する教育研修を円滑に実施するため、

事業場内に教育研修担当者を計画的に育成することも有効である。 

（２）職場環境等の把握と改善 

事業者は、職場環境等の改善に積極的に取り組むとともに、管理監督者

等や事業場内産業保健スタッフ等に対し、職場環境等の把握と改善の活動

を行いやすい環境を整備するなどの支援を行うものとする。 

（３）メンタルヘルス不調への気づきと対応 

事業者は、個人情報の保護に十分留意しつつ、労働者、管理監督者等、

家族等からの相談に対して適切に対応できる体制を整備するものとする。

さらに、相談等により把握した情報を基に、労働者に対して必要な配慮を

行うこと、必要に応じて産業医や事業場外の医療機関につないでいくこと

ができるネットワークを整備するよう努めるものとする。 

（４）職場復帰における支援 

メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業を

継続できるようにするため、事業者は、その労働者に対する支援を適切に

行うものとする。 

 

７ メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮 

メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働者の個人情

報の保護に配慮することが極めて重要である。 

事業者は、健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関し、個人情報の保護

に関する法律及び関連する指針等を遵守し、労働者の健康情報の適正な取扱い

を図るものとする。 

 

８ 小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組みの留意事項 

小規模事業場においては、事業者は、セルフケア、ラインによるケアを中

心として、実施可能なところから着実に取組みを進めるとともに、地域産業

保健センター等の事業場外資源の提供する支援等を積極的に活用することが

望ましい。 
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